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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第54期

第３四半期
連結累計期間

第55期
第３四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 （千円） 9,026,880 8,914,013 11,839,032

経常利益 （千円） 301,836 259,755 415,379

四半期（当期）純利益 （千円） 117,254 150,062 179,254

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 200,892 185,257 278,954

純資産額 （千円） 5,023,771 5,178,921 5,101,834

総資産額 （千円） 6,626,471 6,705,950 6,501,543

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

（円） 21.69 27.76 33.15

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） ― ― ―

自己資本比率 （％） 75.81 77.23 78.47
 

　

回次
第54期

第３四半期
連結会計期間

第55期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 8.24 10.91
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
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２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府と日銀の経済金融政策を受けて、円安や株価

上昇、輸出関連企業を中心とした企業収益の改善など、景気回復に向けて明るい兆しが現れてきており

ます。しかしながら、欧州の債務問題や新興国経済の減速懸念などの不安要素は未だ解消されず、更に

消費税率引き上げなど景気を下押しするリスクもあり、依然として先行き不透明な状況が続いておりま

す。

当ビルメンテナンス業界におきましては、常に省エネ等のコスト低減ニーズ及びより快適な環境確保

に向けたサービスの提供ニーズは強く、価格及び品質との両面での対応が求められる市場環境となって

おります。

このような情勢の下、当社グループの売上高は、8,914,013千円と前年同四半期と比べ112,867千円

（1.3％）の減収となりました。

利益面につきましては、営業利益は241,714千円と前年同四半期と比べ7,420千円（3.2％）の増益、

経常利益は259,755千円と前年同四半期と比べ42,081千円（13.9％）の減益となりましたが、四半期純

利益は150,062千円と前年同四半期と比べ32,807千円（28.0％）の増益となりました。

なお、当社グループは、ビルメンテナンス事業の単一セグメントであり、セグメントに関連付けた記

載は行っておりません。

　

(2) 財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は6,705,950千円となり、前連結会計年度末比204,406千円

（3.1％）の増加となりました。この内、流動資産は5,400,334千円と前連結会計年度末比216,363千円

（4.2％）増加し、固定資産は1,305,615千円と前連結会計年度末比11,957千円（0.9％）の減少となり

ました。流動資産の増加は、主として有価証券が81,940千円減少したものの、受取手形及び売掛金が

232,658千円、その他が32,474千円、仕掛品が17,614千円、現金及び預金が16,610千円増加したことに
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よるものであります。また、固定資産の減少は、主として投資その他の資産が18,274千円増加したもの

の、無形固定資産が23,034千円、有形固定資産が7,197千円減少したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は1,527,028千円となり、前連結会計年度末比127,319千円

（9.1％）の増加となりました。この内、流動負債は1,309,653千円と前連結会計年度末比119,636千円

（10.1％）増加し、固定負債は217,375千円と前連結会計年度末比7,683千円（3.7％）の増加となりま

した。流動負債の増加は、主として賞与引当金が137,392千円減少したものの、支払手形及び買掛金が

96,351千円、その他が69,285千円、短期借入金が60,000千円、未払法人税等が31,392千円増加したこと

によるものであります。また、固定負債の増加は、主として役員退職慰労引当金が5,758千円、退職給

付引当金が2,570千円増加したことによるものであります。

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は5,178,921千円となり、前連結会計年度末比77,086千円

（1.5％）の増加となりました。これは、主として利益剰余金が41,931千円、その他有価証券評価差額

金が35,195千円増加したことによるものであります。

　
(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は16,900千円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　
(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、競争が非常に厳しく、価格競争の様相を呈しております。当社

グループが得意とする高度な設備管理分野においても、不動産の流動化によるプロパティ・マネジメン

ト会社によるコストとしての管理費の引き下げ要請は更に厳しくなると予想されます。

また、コスト削減のための入札も益々増加しております。

当社グループといたしましては、単に価格の引き下げに応じるのではなく、省エネルギー提案や他業

種の持つノウハウを活かした共同提案等、ビルのトータルコストの削減をとおして価格競争を勝ち抜く

所存であります。

　
(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、お客様が事業活動に使用する施設（土地・建物・設備）とその環境（執務・居住

空間等）を含めた経済活動基盤をファシリティと定義し、お客様に対して、これを最大限有効に運用・

活用するサポートを行うことによって、お客様の事業活動を通して社会に貢献することを企業理念とし

ており、この企業理念に基づき、常にお客様の立場に立って考え、一企業の立場に止まらず、親会社や

他業種との連携等も含め、環境の変化に柔軟に対応できるよう物事を考え、行動することをさらに徹底

してまいります。

また、企業の社会的責任の及ぶ範囲は拡大しており、予期せぬ事態の発生により企業責任を求められ

る可能性は増してきております。当社グループでは、分野ごとのリスクを具体的に分析し、事前に対応

策を講ずることにより、リスクを回避または可能な限り最小限に止めるよう努力してまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,160,000

計 22,160,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,540,000 5,540,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード)
(注)１、２

計 5,540,000 5,540,000 ─ ―
 

(注) １　単元株式数は100株であります。

２　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年12月31日 ─ 5,540,000 ─ 419,000 ─ 232,000
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(6) 【大株主の状況】

　

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式 133,500
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,406,200
54,062

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

単元未満株式
普通株式

300
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,540,000 ― ―

総株主の議決権 ― 54,062 ―
 

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含

まれております。

２　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数(株)
他人名義

所有株式数(株)

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)
東京都新宿区四谷１丁目１ 133,500 ― 133,500 2.40

株式会社丸誠

計 ― 133,500 ― 133,500 2.40
 

(注)　表示単位未満の比率は切り捨てして表示しております。
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２ 【役員の状況】

　

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

専務取締役 管理本部長　兼 確認調査部長 高橋　幸男 平成25年10月31日
 

　

(2) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
（ＢＭ事業本部 副本部長）

取締役
（ＢＭ事業本部 副本部長
　兼　千葉事業部長）

積田　俊雄 平成25年７月１日

常務取締役
（経営企画担当 兼 経営企画室長）

常務取締役
（経営企画担当）

秋山　賢一 平成25年10月１日

常務取締役
（管理本部長　兼　経営企画室長）

常務取締役
（経営企画担当 兼 経営企画室長）

秋山　賢一 平成25年11月１日

取締役
（ＢＭ事業本部 副本部長
　兼　確認調査部長）

取締役
（ＢＭ事業本部 副本部長）

積田　俊雄 平成25年11月１日
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,358,840 3,375,451

受取手形及び売掛金 1,471,218 1,703,877

有価証券 138,000 56,060

商品及び製品 102 161

仕掛品 － 17,614

原材料及び貯蔵品 3,186 3,186

その他 222,018 254,493

貸倒引当金 △9,395 △10,509

流動資産合計 5,183,970 5,400,334

固定資産

有形固定資産 212,149 204,952

無形固定資産 73,812 50,778

投資その他の資産

投資有価証券 715,670 709,953

その他 315,940 339,931

投資その他の資産合計 1,031,610 1,049,885

固定資産合計 1,317,573 1,305,615

資産合計 6,501,543 6,705,950

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 425,284 521,636

短期借入金 － 60,000

未払法人税等 34,117 65,509

賞与引当金 303,389 165,996

その他 427,224 496,510

流動負債合計 1,190,017 1,309,653

固定負債

退職給付引当金 174,589 177,159

役員退職慰労引当金 33,628 39,386

その他 1,474 828

固定負債合計 209,692 217,375

負債合計 1,399,709 1,527,028
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 419,000 419,000

資本剰余金 232,000 232,000

利益剰余金 4,475,144 4,517,075

自己株式 △57,882 △57,921

株主資本合計 5,068,262 5,110,154

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 33,571 68,766

その他の包括利益累計額合計 33,571 68,766

純資産合計 5,101,834 5,178,921

負債純資産合計 6,501,543 6,705,950
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 9,026,880 8,914,013

売上原価 7,940,947 7,766,527

売上総利益 1,085,933 1,147,485

販売費及び一般管理費 851,640 905,771

営業利益 234,293 241,714

営業外収益

受取利息 44,750 13,498

受取配当金 5,548 2,906

その他 18,081 12,851

営業外収益合計 68,379 29,256

営業外費用

支払利息 415 442

未収利息精算差額 －
※１ 9,607

その他 421 1,165

営業外費用合計 836 11,215

経常利益 301,836 259,755

特別損失

親会社株式評価損 90,824 －

その他 19,208 －

特別損失合計 110,033 －

税金等調整前四半期純利益 191,803 259,755

法人税等 74,548 109,693

少数株主損益調整前四半期純利益 117,254 150,062

四半期純利益 117,254 150,062
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 117,254 150,062

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 83,637 35,195

その他の包括利益合計 83,637 35,195

四半期包括利益 200,892 185,257

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 200,892 185,257

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日)

１　税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 
 

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　

※１ 営業外費用に計上されております「未収利息精算差額」は、債券の発行体が利息の算定方法変更

の権利を有する有価証券について、前連結会計年度末に見積計上した有価証券未収利息と、前連結

会計年度に係る有価証券報告書提出後に確定の連絡を受けた利払の通知書に基づき算定される前連

結会計年度に係る未収利息分との差額であります。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとお

りであります。

　

 前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

減価償却費 40,313千円 37,611千円
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(株主資本等関係)

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 97,320 18 平成24年３月31日 平成24年６月28日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　

 該当事項はありません。

　

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 108,130 20 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

　
２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　

 該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

　

　　当社グループは、ビルメンテナンス等の役務提供並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

　

　　当社グループは、ビルメンテナンス等の役務提供並びにこれらの付随業務の単一セグメントであるた

め、記載を省略しております。

　

　
(金融商品関係)

　

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　
(有価証券関係)

　

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

　
(デリバティブ取引関係)

　

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 21円69銭 27円76銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 117,254 150,062

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 117,254 150,062

普通株式の期中平均株式数（株） 5,406,630 5,406,491
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社丸誠(E05464)

四半期報告書

19/20



有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　星　長　　徹　也　　　　印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　岩　瀬　　弘　典　　　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月12日

株式会社丸誠

取締役会　御中

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社丸誠の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成
25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月
31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸誠及び連結子会社の平成25年12
月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していな
いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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